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Ⅱ 事 業 別 状 況 

 

１ 水道事業（上水道事業及び簡易水道事業） 

 

(1) 事業数と職員数 

 

平成２０年度における水道事業の事業数は４８事業で、前年度と同数となっている。このうち、法

適用事業は４１事業、法非適用事業は７事業で、前年度からの増減はない。 

 

 

第１表 事業数の推移 

（単位：事業） 

年　　度

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ

項　　目 ａ b

52 34 34 34 34 0

26 18 16 14 14 0

法 適 用 6 7 7 7 7 0

法 非 適 用 20 11 9 7 7 0

78 52 50 48 48 0

法 適 用 58 41 41 41 41 0

法 非 適 用 20 11 9 7 7 0

計

上 水 道

簡 易 水 道

 

水道事業を経営主体別にみると、市営１６事業（上水道１１事業、簡易水道５事業）、町村営３０事

業（上水道２２事業、簡易水道８事業）、企業団営２事業（上水道１事業、簡易水道１事業）となっ

ており、このうち上水道事業を規模別にみると、給水人口１．５万人未満の小規模事業及び１．５万

人以上３万人未満の事業がそれぞれ９事業と最も多く全体の５２．９％を占めている。 

職員数は１，０５１人（上水道１，０３６人、簡易水道１５人）で、前年度に比べ５１人（４．６％）

減少している。 

 

第２表 経営主体別、規模別の状況 

（単位：事業、人） 

区　分

10万 5万 3万 1.5万 簡易水道 計

項　目 ～15万 ～10万 ～5万 ～3万

市 営 1 1 6 3 0 0 11 5 16

町 村 営 0 0 0 4 9 9 22 8 30

企 業 団 営 1 0 0 0 0 0 1 1 2

計 2 1 6 7 9 9 34 14 48

職 員 数 565 68 216 77 65 45 1,036 15 1,051

上　　水　　道　　（給　水　人　口）

15万以上 1.5万未満 小    計
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(2) 施設の利用状況 

 

ア 普及状況 

 

水道事業の給水人口は２３１万１７０人（上水道２２７万８，８１３人、簡易水道３万

１，３５７人）で、前年度に比べ２，７８３人減少しており、この内訳は、上水道の１，９３４人

の増加と簡易水道の４，７１７人の減少である。この結果、行政区域内人口（２３４万７５人）に

対する普及率は９８．７％で、前年度より０．３％増加している。 

 

第３表 普及状況の推移 

（単位：人、％） 

年　　度

１６ １７ １８ 1９ ２０ ｂ - ａ

項　　目 a b

宮城県の人口 A 2,361,679 2,361,273 2,356,757 2,350,599 2,340,075 △10,524

上 水 道 2,601,534 2,610,863 2,607,928 2,595,977 2,589,708 △6,269

計画給水人口 簡 易 水 道 77,665 54,352 51,747 49,637 44,308 △5,329

     計　　B 2,679,199 2,665,215 2,659,675 2,645,614 2,634,016 △11,598

上 水 道 2,266,985 2,280,305 2,279,805 2,276,879 2,278,813 1,934

現在給水人口 簡 易 水 道 55,941 41,552 38,666 36,074 31,357 △4,717

     計　　C 2,322,926 2,321,857 2,318,471 2,312,953 2,310,170 △2,783

水 道 計 画 率 B / A 113.4 112.9 112.9 112.6 112.6 0.0

C / A 98.4 98.3 98.4 98.4 98.7 0.3

C / B 86.7 87.1 87.2 87.4 87.7 0.3

（注）「宮城県の人口」・・・行政区域内人口（外国人登録人口を含む。）

水 道 普 及 率

 

イ 稼動状況 

 

水道事業の配水能力は、１２５万８，８２１ｍ３／日（上水道１２３万９，４０７ｍ３／日、簡易

水道１万９，４１４ｍ３／日）で、前年度に比べ２，３２８ｍ３／日（％）増加している。 

一日最大配水量は９０万５３７ｍ３／日（上水道８８万３９１３ｍ３／日、簡易水道１万

６，６２４ｍ３／日）で、前年度に比べ１８，６４０ｍ３／日（２．０％）減少しており、この内訳

は、上水道の１万９，３５４ｍ３／日（２．１％）の減少と、簡易水道の７１４ｍ３／日（４．５％）

の増加である。 

また、最大稼動率は７１．５％（上水道７１．３％、簡易水道８５．６％）で、前年度に比べ１．７ポ

イント低下している。 

なお、一人一日最大配水量（一日最大配水量／現在給水人口）は３８９．８Ｌ（上水道３８７．９Ｌ、

簡易水道５３０．２Ｌ）で、前年度に比べ７．６Ｌ（１．９％）減少している。 



－104－ 

第４表 稼動状況の推移 

年　　度

１６ １７ １８ 1９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a b ｃ ×100(%)

上 水 道 1,283,911 1,285,513 1,236,632 1,235,842 1,239,407 3,565 0.3

配 水 能 力 簡 易 水 道 33,606 24,051 22,018 20,651 19,414 △1,237 △6.0

（m
3
/日） 計 1,317,517 1,309,564 1,258,650 1,256,493 1,258,821 2,328 0.2

一 日 最 大 上 水 道 916,448 925,012 906,323 903,267 883,913 △19,354 △2.1

配 水 量 簡 易 水 道 23,851 17,285 16,130 15,910 16,624 714 4.5

（m
3
/日） 計 940,299 942,297 922,453 919,177 900,537 △18,640 △2.0

上 水 道 71.4 72.0 73.3 73.1 71.3 △ 1.8 ―

最大稼働率 簡 易 水 道 71.0 71.9 73.3 77.0 85.6 8.6 ―

（％） 計 71.4 72.0 73.3 73.2 71.5 △ 1.7 ―

一 人 一 日 上 水 道 404.3 405.7 397.5 396.7 387.9 △ 8.8 △2.2

最大配水量 簡 易 水 道 426.4 416.0 417.2 441.0 530.2 89.2 20.2

（Ｌ） 計 404.8 405.8 397.9 397.4 389.8 △ 7.6 △1.9

対前年度比較

（注）最大稼動率＝（一日最大配水量÷一日配水能力）×１００ 

 

ウ 水道の利用状況 

 

年間総配水量は２７９，１１２千ｍ３（上水道２７５，４４９千ｍ３、簡易水道３，６１３千ｍ３）

で、前年度に比べ５，６２０千ｍ３（２．０％）減少している。 

また、年間総有収水量は２４６，４１８千ｍ３（上水道２４３，８２５千ｍ３、簡易水道２，５９３千

ｍ３）で、前年度に比べ４，３２０千ｍ３（１．７％）減少している。 

なお、有収率は８８．３％で、前年度に比べ０．２ポイント上昇している。 

 

第５表 水道の利用状況の推移 

年　　度

１６ １７ １８ 1９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100(%)

年 間 上 水 道 282,152 284,076 281,537 280,866 275,499 △5,367 △1.9

総 配 水 量 簡 易 水 道 5,633 4,223 3,993 3,865 3,613 △252 △6.5

（千m
3
） 計 287,785 288,299 285,530 284,732 279,112 △5,620 △2.0

年 間 上 水 道 249,438 251,115 247,917 247,759 243,825 △3,934 △1.6

総有収水量 簡 易 水 道 4,535 3,361 3,146 2,979 2,593 △386 △13.0

（千m
3
） 計 253,973 254,476 251,063 250,738 246,418 △4,320 △1.7

上 水 道 88.4 88.4 88.1 88.2 88.5 0.3 0.3

有 収 率 簡 易 水 道 80.5 79.6 78.8 77.1 71.7 △5.4 △7.0

（％） 計 88.3 88.3 87.9 88.1 88.3 0.2 0.2

上 水 道 60.2 60.5 62.4 62.3 60.9 △1.4 △2.2

施設利用率 簡 易 水 道 45.9 48.1 49.7 51.3 51.0 △0.3 △0.6

（％） 計 59.8 60.3 62.2 62.1 60.7 △1.4 △2.3

一 人 一 日 上 水 道 301.5 303.5 297.9 298.1 293.1 △5.0 △1.7

平均使用量 簡 易 水 道 222.1 164.6 207.4 226.2 226.5 0.3 0.1

（Ｌ） 計 299.5 300.1 296.2 297.0 292.2 0.8 0.3

対前年度比較

（注）１ 有収率＝（年間総有収水量÷年間総配水量）×１００ 

２ 施設利用率＝（一日平均配水量÷一日配水能力）×１００ 
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(3) 経営状況 

 

ア 上水道事業（法適用簡易水道事業を含む。以下同じ。） 

 

（ア）損益収支の状況 

 

上水道事業の経常収益は６１０億７４百万円、経常費用は５７７億１３百万円となっており、こ

の結果、経常収支比率は１０５．８％となり、前年度に比べ０．１ポイント減少している。 

経常利益が生じた事業は上水道３４事業のうち２９事業で、前年度に比べ１事業増加しており、

その額は３７億２６百万円で、前年度に比べ３２百万円（０．９％）増加している。 

経常損失が生じた事業は５事業で、前年度から１事業減少しているが、その額は３億６５百万円

で、前年度に比べ１億８百万円（４２．１％）増加している。 

経常収益に特別利益を加えた総収益は６１１億３６百万円、経常費用に特別損失を加えた総費用

は５７９億３８百万円となっており、この結果、総収支比率は１０５．５％となり、前年度に比べ

０．１ポイント上昇している。経常収支に特別損益を加減した純損益をみると、３１億９７百万円

の純利益が生じており、前年度に比べ２３百万円（０．７％）増加している。 

累積欠損金を有する事業は５事業で、前年度と変わらないが、その額は４６億９８百万円で、前

年度に比べ８億７百万円（１４．７％）減少している。 

 

（イ）資本収支の状況 

 

上水道事業の資本的支出は４０７億２１百万円で、前年度に比べ４６億８４百万円（１３．０％）

増加している。このうち、建設改良費は１８８億７７百万円で、前年度に比べ６０百万円（０．３％）

減少しており、企業債償還金は２６９億５２百万円で、前年度に比べ４７億１５百万円（２１．２％）

増加している。 

資本的支出に占める建設改良費の割合は３２．３％で、前年度に比べ４．６ポイント低下してお

り、建設改良のための企業債償還金の割合は４６．４％で、前年度に比べ６．１ポイント減少して

いる。 

資本的支出の財源は、外部資金が企業債等の１６８億６４百万円で、内部資金（資本的収入が資

本的支出に不足する分の補てん財源等）が損益勘定留保資金等の２３８億５７百万円である。 

なお、資本的支出における企業債償還金が前年度に比べて大幅に増加しているのは、公的資金補

償金免除繰上償還制度の活用による影響が大きい。 
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第６表 上水道事業の損益収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年    度

１６ １７ １８ 1９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 63,101 62,805 62,531 62,149 61,136 △1,013 △1.6

B 62,629 62,781 62,469 62,075 61,074 △1,001 △1.6

C 59,120 59,338 59,006 58,817 57,699 △1,118 △1.9

う ち 料 金 収 入 56,476 56,854 56,339 56,351 55,425 △926 △1.6

うち受託工事収益 D 581 320 448 300 225 △75 △25.0

472 24 62 74 62 △12 △16.1

E 60,293 59,123 59,434 58,975 57,938 △1,037 △1.8

F 59,625 58,820 59,185 58,637 57,713 △924 △1.6

50,951 50,503 51,392 51,263 51,464 201 0.4

う ち 職 員 給 与 費 9,447 9,023 8,886 8,199 7,734 △465 △5.7

8,597 8,053 7,571 7,153 6,010 △1,143 △16.0

668 303 250 338 226 △112 △33.1

3,004 3,961 3,284 3,437 3,361 △76 △2.2

3,184 4,156 3,611 3,694 3,726 32 0.9

G 180 195 326 257 365 108 42.1

2,808 3,682 3,097 3,174 3,197 23 0.7

3,123 3,885 3,449 3,510 3,637 127 3.6

315 203 352 336 439 103 30.6

H 7,779 6,831 6,378 5,505 4,698 △807 △14.7

I 0 0 0 0 0 0 ―

B/F 105.0 106.7 105.5 105.9 105.8 △ 0.1 ―

A/E 104.7 106.2 105.2 105.4 105.5 0.1 ―

経 常 損 失 比 率 G/(C-D) 0.3 0.3 0.6 0.4 0.6 0.2 ―

累 積 欠 損 金 比 率 H/(C-D) 13.3 11.6 10.9 9.4 8.2 △ 1.2 ―

不 良 債 務 比 率 I /(C-D) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

J 52 34 34 34 34 0 0.0

K 8 7 7 6 5 △1 △14.3

L 8 5 4 5 5 0 0.0

M 0 0 0 0 0 0 ―

経常損失を生じた事業数 K/J 15.4 20.6 20.6 17.6 14.7 △ 2.9 ―

累積欠損金を有する事業数 L/J 15.4 14.7 11.8 14.7 14.7 0.0 ―

不良債務を有する事業数 M/J 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

項　　目

対前年度比較

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

不良債務を有する事業数

総事業数
（営業中）
に対する
割 　　合

累積欠損金を有する事業数

経常損失を生じた事業数

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

特 別 利 益

総 費 用

経 常 損 益

経 常 利 益

経 常 損 失

純 損 益

純 利 益

純 損 失

経 常 費 用

営業収益
に対する
割 　　合

総 事 業 数 （ 営 業 中 ）

特 別 損 失

総 収 益

経 常 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

支 払 利 息

（注）不良債務＝流動負債－（流動資産－翌年度へ繰り越される支出の財源充当額） 
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第７表 上水道事業の資本収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年　　度

１６ １７ １８ 1９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

15,108 17,447 15,858 13,287 13,156 △131 △1.0

14,313 14,758 14,486 22,237 26,952 4,715 21.2

12,598 12,620 12,471 18,937 18,877 △60 △0.3

515 454 412 512 613 101 19.7

29,936 32,659 30,756 36,037 40,721 4,684 13.0

18,041 18,223 17,061 23,045 23,857 812 3.5

11,895 14,394 13,695 12,991 16,864 3,873 29.8

8,075 10,058 9,364 9,337 13,452 4,115 44.1

うち建設改良費のためのもの 6,435 7,921 7,350 6,111 5,378 △733 △12.0

739 986 1,015 907 972 65 7.2

267 262 231 139 119 △20 △14.4

0 0 0 0 0 0 ―

19 81 51 69 59 △10 △14.5

1,094 905 1,079 785 824 39 5.0

0 8 66 0 0 0 ―

29,936 32,617 30,756 36,037 40,721 4,684 13.0

0 42 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

42

同
　
　
上
　
　
財
　
　
源

他 会 計 補 助 金

計

ま た は 未 発 行 の 額

繰 越 事 業 財 源 （ △ ）

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 ・ 県 補 助 金

対前年度比較

企 業 債

他 会 計 出 資 金

項　　目

資

本

的

支

出

そ の 他

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

外
部
資
金
の
う
ち

うち建設改良費のためのもの

計

内 部 資 金

外 部 資 金

実 質 財 源 不 足 額

財 源 不 足 額

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
0 ―00 0 0

（注）１ 内部資金＝補てん財源合計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金 

２ 外部資金＝資本的支出額－（内部資金＋財源不足額） 

 

（ウ）給水原価及び供給単価と料金の状況 

 

上水道事業の給水量１ｍ３当たりの給水原価は２３５円６０銭で、前年度に比べ２５銭（０．１％）

高くなっている。この内訳をみると、資本費が８６円９０銭で、前年度に比べ２円５９銭（２．９％）

減少し、給水原価に占める割合は３６．９％となっており、職員給与費が３１円７２銭で、前年度

に比べ１円３７銭（４．１％）減少し、給水原価に占める割合は１３．５％となっている。また、

その他の経費は４３円７１銭で、前年度に比べ１円１７銭（２．６％）減少している。 

一方、給水量１ｍ３当たりの供給単価は２２７円３２銭で、前年度に比べ１２銭安くなっている。

前年度に引き続き原価割れの状態を生じており、この差額は他会計繰入金等によって補てんされて

いる。 

 

※ 全国平均と対比してみると、供給単価は、全国が１７２円８７銭であるのに対し宮城県が

２２７円３２銭となっており、本県が全国を３１．５％上回っている。 

また、給水原価は、全国が１７３円５０銭であるのに対し宮城県が２３５円６０銭となっており、

本県が全国を３５．８％上回っている。中でも受水費は、全国が３０円４４銭であるのに対し宮城

県が６９円３９銭となっており、本県が全国を１２８．０％上回っている。また、資本費は、全国

が６５円１４銭であるのに対し宮城県が８６円９０銭となっており、本県が全国を３３．４％上回

っている。 
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第８表 供給単価及び給水原価の状況の推移（給水量１ｍ３当たり） 

（単位：円／ｍ３、％） 

年　　度

１６ １７ １８ 1９ ２０

項　　目

226.41 226.41 227.25 227.44 227.32 172.87

0.4 0.0 0.4 0.1 △0.1 △0.2

91.10 90.13 89.92 89.49 86.90 65.14

37.87 35.93 35.84 33.09 31.72 27.49

63.67 62.61 67.25 67.89 69.39 30.44

43.94 43.95 43.71 44.88 43.71 50.43

236.58 232.62 236.72 235.35 235.60 173.50

資 本 費 38.5 38.7 38.0 38.0 36.9 37.5

職 員 給 与 費 16.0 15.5 15.1 14.1 13.5 15.8

受 水 費 26.9 26.9 28.4 28.8 29.5 17.5

給 水 原 価 そ の 他 18.6 18.9 18.5 19.1 18.6 29.2

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

資 本 費 △2.3 △1.1 △0.2 △0.5 △2.9 △2.7

職 員 給 与 費 △4.2 △5.1 △0.3 △7.7 △4.1 △4.1

受 水 費 0.6 △1.7 7.4 1.0 2.2 △0.9

そ の 他 △2.9 0.0 △0.5 2.7 △2.6 4.4

計 △2.0 △1.7 1.8 △0.6 0.1 △0.6

95.7 97.3 96.0 96.6 96.5 99.6

職 員 給 与 費

そ の 他

費 用 合 計

受 水 費

資 本 費

２０ 年 度
全国平均

金 額

対 前 年 度 伸 率
供 給 単 価

構
成
比

対
前
年
度

伸
　
　
率

供 給 単 価 ／ 給 水 原 価

 （注）１ 供給単価＝給水収益÷年間総有収水量 

２ 資 本 費＝（減価償却費＋企業債利息）÷年間総有収水量 

３ 費用合計＝〔経常費用－（受託工事費＋附帯工事費＋材料売却原価＋不用品売却原価）〕 

÷年間総有収水量 

 

（エ）上水道事業の料金の状況 

 

上水道事業の料金設定（家庭用１０ｍ３当たり・消費税込み）状況をみると、５００円以上

１，０００円未満が１事業（２．９％）、１，０００円以上１，５００円未満が３事業（８．８％）、

１，５００円以上２，０００円未満が１２事業（３５．３％）、２，０００円以上２，５００円未満

が１２事業（３５．３％）、２，５００円以上３，０００円未満が５事業（１４．７％）、３，０００円

以上が１事業（２．９％）となっており，２，０００円以上の団体が１団体増加している。 

なお、料金改定を行った事業は１事業となっている。 

このように、各事業（団体）間の格差が依然として大きい状態にあり、最高は３，０００円（涌

谷町）、最低は９９０円（女川町）となっている。 
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第９表 上水道事業の料金の推移（家庭用１０ｍ３当たり） 

（単位：事業、％） 

年    度

a ｂ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項    目 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 ｃ ×100

　 500円未満 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

   500円以上1,000円未満 1 1.9 1 2.9 1 2.9 1 2.9 1 2.9 0 0.0

1,000円以上1,500円未満 3 5.8 3 8.8 3 8.8 3 8.8 3 8.8 0 0.0

1,500円以上2,000円未満 14 26.9 12 35.3 12 35.3 12 35.3 12 35.3 0 0.0

2,000円以上2,500円未満 21 40.4 15 44.1 13 38.2 13 38.2 12 35.3 △1 △7.7

2,500円以上3,000円未満 11 21.2 2 5.9 4 11.8 4 11.8 5 14.7 1 25.0

3,000円以上 2 3.8 1 2.9 1 2.9 1 2.9 1 2.9 0 0.0

合　　　計 52 100.0 34 100.0 34 100.0 34 100.0 34 100.0 0 0.0

対前年度比較１６ １８ １９１７ ２０

（注）事業数（建設中のものを除く。）は、年度末現在の数である。 

 

第１０表 上水道事業料金改定状況の推移 

（単位：事業、％） 

年    度

１６ １７ １８ 1９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項    目 a ｂ ｃ ×100

末 端 給 水 事 業 A 52 34 34 34 34 0 0.0

料 金 改 定 事 業 B 5 0 6 1 1 0 0.0

改 定 割 合 B/A 9.6 0.0 17.6 2.9 2.9 0 0.0

対前年度比較

 

イ 簡易水道事業（法非適用） 

 

（ア）収支の状況 

 

簡易水道事業の収益的収支における総収益は１０億８５百万円で、前年度に比べ１億３百万円

（８．７％）減少しており、総費用は７億６５百万円で、前年度に比べ５２百万円（６．４％）減

少している。その結果、収支差引では３億２０百万円の黒字となり、前年度に比べ黒字が５１百万

円（１３．７％）減少している。 

資本的収支における収入は１１億３３百万円で、前年度に比べ３億２６百万円（４０．４％）増

加しており、支出は１４億万円で、前年度に比べ２億３５百万円（２０．２％）増加している。そ

の結果、収支差引では２億６７百万円の赤字となり、前年度に比べ赤字が９１百万円（２５．４％）

減少している。 

資本的収支の内訳を見ると、支出では建設改良費が５億４３百万円で、前年度に比べ１億６９百

万円（４５．２％）増加しており、地方債償還金が８億５８百万円で、前年度に比べ６７百万円

（８．５％）増加している。これに対し収入では地方債が４億４９百万円で、前年度に比べ２億８７百

万円（１７６.９％）増加しており、他会計繰入金が３億３９百万円で、前年度に比べ１０百万円

（３．０％）増加している。 

収益的収支と資本的収支を合わせた収支再差引では５３百万円の黒字となっており、これに前年

度からの繰越財源等を調整した実質収支では５０百万円の黒字となっており、前年度に比べ黒字が

６百万円（１０．７％）減少している。 

なお、資本的収入における地方債が前年度に比べて大幅に増加しているのは、岩手・宮城内陸地

震に伴う災害による影響が大きい。 
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第１１表 簡易水道事業の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

１６ １７ １８ 1９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 1,540 1,359 1,190 1,188 1,085 △103 △8.7

収 1,133 883 811 766 651 △115 △15.0

収 う 料 金 収 入 1,123 874 805 758 638 △120 △15.8

受 託 工 事 収 益 1 1 0 0 4 4 皆増

益 入 ち そ の 他 9 8 6 8 9 1 12.5

407 476 379 422 434 12 2.8

的 363 368 365 394 427 33 8.4

B 1,206 932 871 817 765 △52 △6.4

収 支 850 601 560 528 505 △23 △4.4

225 155 121 124 105 △19 △15.3

支 出 356 330 311 289 260 △29 △10.0

351 329 304 273 240 △33 △12.1

C 334 427 319 371 320 △51 △13.7

D 2,491 985 629 807 1,133 326 40.4

資 収 1,428 505 154 162 449 287 176.9

297 292 320 329 339 10 3.0

本 32 5 0 0 0 0 ―

入 420 146 121 168 190 22 13.1

的 314 37 34 147 155 8 5.4

E 2,718 1,258 967 1,165 1,400 235 20.2

収 2,263 753 384 374 543 169 45.2

e 408 505 582 791 858 67 8.5

支 47 0 0 0 0 0 ―

F △ 227 △ 273 △ 337 △ 358 △ 267 91 △25.4

G 107 154 △ 18 13 53 40 307.7

H 62 5 53 28 23 △5 △17.8

I 112 17 145 71 56 △15 △21.3

J 0 0 0 0 0 0 ―

K 157 166 74 56 86 30 53.8

L 15 34 14 0 36 36 皆増

141 132 60 56 50 △6 △10.7

141 132 60 56 50 △6 △10.8

0 0 0 0 0 0 ―

29 21 17 15 15 0 0.0

95.4 94.6 81.9 73.9 66.9 △7 △9.5

支
　
　
出

う
ち

前 年 度 か ら の 繰 越 金

収 支 差 引 (D-E)

収 支 再 差 引 (C+F)

実 質 収 支 (K-L)

形 式 収 支 (G-H+I-J)

翌年度に繰越すべき財源

黒 字

収 益 的 収 支 比 率 A/(B+e)

赤 字

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

職 員 数

地 方 債

他 会 計 繰 入 金

工 事 負 担 金

建 設 改 良 費

地 方 債 償 還 金

そ の 他

前 年 度 繰 上 充 用 金

国 ・ 県 補 助 金

そ の 他

積 立 金

収 支 差 引 (A-B)

営 業 外 収 益

う ち 他会 計繰 入金

営 業 収 益

営 業 費 用

う ち 職 員 給 与 費

営 業 外 費 用

う ち 支 払 利 息

総 収 益

総 費 用

対前年度比較年　　度

項　　目
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（イ）給水原価と料金の状況 

 

簡易水道事業の給水量１ｍ３当たりの給水原価は６２４円３１銭で、前年度に比べ８４円４６銭

（１５．６％）増加している。 

供給単価は２４６円で、前年度に比べ８円４４銭（３．３％）減少しており、給水原価に対する

料金回収率は３９．４％で、前年度に比べ７．７ポイント低下している。 

また、家庭用１０ｍ３当たりの料金（消費税込み）は、１，０００円以上１，５００円未満の事

業が１事業（１４．３％）、１，５００円以上２，０００円未満の事業が２事業(２８．６％)、

２，０００円以上２，５００円未満の事業が２事業（２８．６％）、２，５００円以上３，０００円

未満の事業が２事業（２８．６％）となっており、２，０００円以上２,５００円未満の事業が１事

業減少している。 

このように、各事業（団体）間の料金格差が依然として大きい状態にあり、最高は２，５２０円

（大崎市）、最低は１，４１０円（女川町）となっている。 

 

第１２表 供給単価及び給水原価の状況の推移 (給水量１ｍ３当たり) 

（単位：円、％） 

年　　度

１６ １７ １８ 1９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100

供 給 単 価 A 247.51 260.13 255.97 254.44 246.00 △8.44 △3.3

給 水 原 価 B 355.76 427.19 461.22 539.85 624.31 84.46 15.6

料 金 回 収 率 A/B 69.6 60.9 55.5 47.1 39.4 △7.70 △16.3

対前年度比較

 

第１３表 簡易水道事業の料金の推移（家庭用１０ｍ３当たり） 

（単位：事業、％） 

年    度

ａ ｂ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項    目 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 ｃ ×100

　 500円未満 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

   500円以上1,000円未満 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

1,000円以上1,500円未満 2 10.0 1 9.1 1 11.1 1 14.3 1 14.3 0 0.0

1,500円以上2,000円未満 6 30.0 3 27.3 2 22.2 2 28.6 2 28.6 0 0.0

2,000円以上2,500円未満 8 40.0 6 54.5 5 55.6 3 42.9 2 28.6 △1 △33.3

2,500円以上3,000円未満 4 20.0 1 9.1 1 11.1 1 14.3 2 28.6 1 100.0

3,000円以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

合　　　計 20 100.0 11 100.0 9 100.0 7 100.0 7 100.0 0 0.0

対前年度比較１６ １８ １９１７ ２０

（注）事業数（建設中のものを除く。）は、年度末現在の数である。 




